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令和７年度指定管理業務に関する事業報告書（地域包括支援センター）

【開所日及び開所時間帯】
月～土曜日（サービス向上のため、日曜日及び12/31～1/3の4日間以外は祝祭日も開所）
営業時間：8：30～17：30　夜間やセンター閉所日も母体施設の相談員との情報の共有を図
り、携帯電話にて専従職員と連絡を取れる体制を構築してきました。
【事業実施地域】
山科区のうち　鏡山、陵ヶ岡学区

（参考）今後実施予定の指定管理者提案内容

１　老人福祉法第20条7の2第1項に規定する老人介護支援センターとして実施する事業
・地域の高齢者の福祉に関する各般の問題につき、高齢者その者を現に養護する者、地域住民
その他の者からの相談に応じ、必要な助言を行う。
・居宅において介護を受ける高齢者又はその者を現に養護する者と市町村、老人居宅生活支援
事業を行う者、老人福祉施設、医療施設、老人クラブその他高齢者の福祉を増進することを目
的とする事業を行う者等との連絡調整を行う。
・居宅において介護を受ける高齢者の状況把握、高齢者福祉等に関する情報提供並びに相談対
応及び指導を行う。
２　介護保険法第8条の2第16項に規定する介護予防支援事業
３　介護保険法第115条の第46第1項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業を行う場合の
介護予防ケアマネジメント（第1号介護予防支援事業）
４　介護保険法第115条の45第2項の各号に規定する次の事業
・介護予防ケアマネジメント事業
・総合相談支援事業
・権利擁護事業
・包括的・継続的ケアマネジメント事業
・認知症の人やその家族等に対する支援体制の連携構築
・地域における在宅医療、介護連携拠点の活用と協働
５　京都市が実施する「一人暮らし高齢者の全戸訪問事業」および「見守り活動促進事業」

（参考）今後実施予定の指定管理者提案内容

（参考）今後実施予定の指定管理者提案内容

当施設の運営にあたっては、地域経済の活性化及び地元企業の育成に寄与する観点から、物品
購入及び業務委託等について、可能な限り京都市内の中小企業への発注を優先することを基本
方針としている。

京都市日ノ岡地域包括支援セン
ターセンター名

センター長1名（専任）
介護予防支援事業所管理者兼保健師1名、
保健師1名、
主任介護支援専門員1名
社会福祉士2名
介護支援専門員2名

（参考）自主事業内容



 ５　施設の利用状況（施設の稼働率，利用者数，事業参加者数など）

人

件

ア　令和7年度収入状況（単位：円）

イ　令和7年度支出状況（単位：円）

　　６　施設の利用者満足度の把握

　 ⑴　利用者満足度の把握状況

　 ⑵　利用者満足度把握の結果

 　⑶　意見等への主な対応状況

支出計

小額修繕費

委託費

その他

相談受付から初回訪問、サービス導入までのスピード感について、利用者および家族から「早期
に不安が解消された」との声を多く得ています。特に緊急を要する困難事例において、即時の多
職種連携による対応が安心感に繋がっています。

緊急性の高い困難事例については、センター内の保健師・社会福祉士・主任ケアマネジャーによ
る「即時ミニカンファレンス」を実施しています。これにより、一人の判断に頼らず、多角的な
視点から最短ルートでの支援方針を決定できる体制を整えています。

30,949,980

人件費

収入計

事業費

43,564,282

その他

57,459,873

9,131,017

17,378,876

⑶　収支実績

包括的支援事業においては、相談内容が多岐にわたり、かつ一過性の支援も多いため、画一的な
アンケート調査による把握には馴染まない側面があります。そのため、当センターでは日々の電
話相談や窓口対応、家庭訪問等のあらゆる機会を捉え、対面での聞き取りによるリアルタイムな
満足度・ニーズの把握に努めています。
また、約300件弱の介護予防支援対象者に対しても、毎月のモニタリングやサービス担当者会議の
場を通じて、本人・家族および関係事業所からの意向や満足度を直接確認し、支援計画へ即時に
反映させる体制を敷いています。これにより、書面調査では拾いきれない潜在的な不満や要望に
対しても、迅速かつ柔軟な対応を実現しています。

委託料

介護保険収入

56,585,010

4,377,216

14,520

4,592,978

4,036,014

4,324

⑵　相談延べ件数（実績値）

3,705

⑴　介護予防支援給付対象者数（実績値）



　　７　その他特記事項

　 ⑴ 

　　８　評価（指定管理者自己評価）

かぎ預かり事業：単身高齢者の孤独死を防ぎ、地域に単身高齢者宅の自然な見守りの気運を高め
ていく手段として令和元年度より引き続き実施しています。また一昨年度からは、「キーボック
スの貸出事業」も開始し、鍵を預けることに不安がある人に対しては、鍵預かりとキーボックス
貸出を選択できるようにし、細やかなニーズに対応できるようにしています。

相談件数、介護予防給付対象者数とも昨年度よりやや増加傾向で推移しました。とりわけケアマ
ネジャーからの相談が増えています。
地域ケア会議の開催の実績として、Ⅰ個別ケア会議は6回　Ⅱ学区ケア会議は各学区で3回ずつ、
計6回　Ⅲ日常生活圏域ケア会議については2回開催し、規定回数の開催を達成できました。
また、毎月センターの広報誌を発行し、行事予定を地域に周知したり、介護予防の啓発、消費者
被害への注意喚起など行うと同時に読むのが楽しみになるような紙面づくりに留意しました。
市民に広く開かれた総合相談窓口として、その公的な役割と社会的責任を果たすため，介護保険
法、老人福祉法、障害者差別解消法等の各法の理念を遵守し、とりわけ公共性の高さを鑑み、障
害を理由とするサービス提供の拒否や、合理的配慮を図る必要性について、職員一人ひとりが意
識したうえで、専門性及び資質の向上を図ってきました。


